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間接－11

(２)回航保険の種類

作業船等を回航する場合は、回航保険料として普通期間保険の割増保険料または航海保険料を積算する。

なお、作業船の普通期間保険は「損料」に含む。

①回航保険料の種類と保険料を積算する条件

回航保険の種類 積算条件

普 通 期 間 作業船を航路定限（一定水区域内または一定作業場所を起点に水路２５浬の範囲内）

割 増 保 険 料 の範囲を超えて回航する場合

航 海 保 険 料 ①排砂管設備を回航する場合

②国有の船舶および機械器具を回航する場合

なお、次の場合は回航保険料を計上しないものとする。

イ．保険金額が１００万円未満の場合

ロ．回航用引船

ハ．１００総トン以上の自力航行の普通船形船(ただし､道有船舶および自力航行の箱形船を除く）

２）普通期間割増保険料

(１)算出手順

・船種、規格 → 基本条件の決定 → ①保険金額

②船種区分

„

②船種区分 → 基本料率の選定 → ③基本料率

„

①保険金額 → 保険料の算出 → ・普通期間割増保険料

③基本料率

④回航距離

(２) 保険料の算出

保険料＝〔保険金額×｛基本料率×回航距離係数｝〕÷１.１０

(｛ ｝は小数６位四捨五入、〔 〕は小数１位切捨て、全体は小数１位切捨て)

①保険金額の算出

保険金額＝購入価格×平均残存価格率（０.５１０）

注）１.購入価格は「船舶および機械器具等の損料算定基準」に定める基礎価格とする。

２.平均残存価格率＝０.９８／２＋０.０２＝０.５１０

②基本料率

船種区分 基本料率 摘要

主作業船 0.000009

付属作業船 0.000023

自航作業船 0.000014

③回航距離係数

船種区分 回航距離係数 摘要

主作業船 Ｋ
0.7950

付属作業船 Ｋ
0.4017 Ｋ：回航距離（浬）

自航作業船 Ｋ0.7468



間接－12

３）航海保険料

(１) 算出手順

［排砂管設備の場合］

・規格 → 基本条件の決定 → ①保険金額

„

・隻数 → 基本料率の選定 → ②基本料率

„

①保険金額 → 保険料の算出 → ・航海保険料
②基本料率
③回航距離

(２) 保険料の算出

①排砂管設備

保険料＝〔保険金額×｛基本料率×回航距離係数｝〕÷１.１０

(｛ ｝は小数６位四捨五入、〔 〕は小数１位切捨て、全体は小数１位切捨て)

注）回航保険料は、消費税の課税対象外である。

イ．保険金額の算出

対象船舶等 保険金額

排砂管設備等を 購入価格×平均残存価格率（0.510）

指 定 しない場合 注）１.購入価格は「船舶および機械器具等の損料算定基準」に定める

基礎価格とする。

２.平均残存価格率＝0.98/2＋0.02＝0.510

ロ．基本料率

品名 基本料率 摘要

排砂管設備 0.00016

ハ．回航距離係数

品名 回航距離係数 摘要

排砂管設備 Ｋ0.6912 Ｋ：回航距離（浬）

２－３－５ 検査料の算出

１）算出手順

・船種 → 検査料計上の検討 → ・必要な場合は、

・回航距離 検査料を計上

・同時被曳隻数

・時期、回航区域

„

・検査料の算出 → 検査料の算出 → ・検査料



積－5

２－６ 拘束費

２－６－１ 拘束費計上の対象

工事の施工に際し、作業の種類や現場条件に応じて拘束が発生する場合は、拘束費を計上する。

ここでいう拘束とは、作業船舶・機械の主目的作業の前後および途中で副次的に発生する付帯作業、または

発注者・請負者双方の責によらず発生する待機状態をいい、主目的の施工歩掛の代価表の雨休率、供用日数

（「２－５－１ 船舶の供用日数」参照）および回航・えい航中の供用日数に含まれない状態をいう。

１）付帯作業による拘束費

以下の主作業船とそれに付属する作業船・機械については、拘束費を計上する。

なお、詳細については、「第３章 直接工事費の施工歩掛」による。

・ポンプ浚渫船 ・グラブ浚渫船 ・バックホウ浚渫船 ・バージアンローダ船

・サンドコンパクション船 ・コンクリートミキサー船 ・杭打船 ・深層混合処理船

・その他、上記に準ずる作業船

２）現場条件による拘束

受発注者双方の責によらず、作業船または分解組立運搬を要する陸上クレーンの待機状態が発生する場合は、

現場条件に応じて必要な拘束費を計上する。なお、費用算出は積算上の作業機種および工期によるものとする。

拘束費計上の対象となる現場条件の例を以下に示す。

① 施工現場への出入り時期の制限に伴う拘束

② 潮位変化に伴う拘束

③ 継続施工ができない場合に発生する拘束

④ その他、上記に準ずる場合

２－６－２ 拘束費の計上方法

１）計上費目

拘束費は、直接工事費に計上する。

２）対象期間

「第３章 直接工事費の施工歩掛」に定めのある場合は、その期間を拘束費計上の対象とする。

「２－６－１ 拘束費計上の対象 ２）現場条件による拘束」の場合、拘束費計上対象期間は現場条件に

応じて適正に定めるものとする。

主目的の施工歩掛に計上された数量については、拘束期間から控除すること。

単位・数位は、数量算出要領および実勢取引等を勘案して適正に定める。

３）対象経費

「第３章 直接工事費の施工歩掛」に定めのある場合は、その経費を拘束費計上の対象とする。

定めのない場合の拘束費の計上対象経費は、原則として対象となる作業船・機械の供用損料・賃料、および

作業船に係る労務費とする。

拘束費算出に当たっては、工期全体における長期割引等を考慮すること。

２－７ 工期の設定

工期の設定に当っては、「工期設定要領（北海道建設部）」によることとする。
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